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 【受験上の注意事項】  
  

１ 試験については、全て試験係員の指示に従ってください。 

２ 答案用紙は 17 ページあります。各ページに地方研修（支）所名

及び受験番号を記入してください。 

３ 解答は、必ず答案用紙に黒鉛筆（Ｂ程度のものでシャープペンシ

ルを含む。）、黒・青のボールペン（消せるものを除く。）又は万年

筆で記入してください。 

４ 試験問題は 19 ページあります。 

５ 試験問題の内容についての質問には、一切答えられません。 

試験問題の印刷の不鮮明等、乱丁、落丁、用便その他やむを得な

い事情があるときは、黙って手を挙げ、試験係員の指示に従ってく

ださい。 

６ 試験時間は、正味３時間です。 
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【第一問】 

「企業会計原則」、「金融商品に関する会計基準」、「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」及び「連結財務諸表に関する会計基準」に関する次の１から５の記

述について、正しいと認められるものには答案用紙の正誤欄に○を付し、誤っていると

認められるものには×を付すとともに、誤っている理由を理由欄に簡潔に記入しなさい。 

なお、正誤欄の全てに○を付した場合は採点しない。 

１ 「企業の財政に不利な影響を及ぼす可能性がある場合には、これに備えて適当に健

全な会計処理をしなければならない。」という保守主義の原則は、予想される将来の危

険に備えて、慎重な判断に基づく会計処理を行うことを求めるものである。 

２ 収益と費用の対応関係は、商品の売上高とその売上原価のように、特定の資産を媒

介として収益と費用の対応関係を直接的に認識する個別的対応のみによって把握され

る。 

３ ヘッジ会計は、ヘッジ対象が消滅したときに終了し、繰り延べられているヘッジ手

段に係る損益又は評価差額は当期の損益として処理しなければならない。 

４ 自己株式の処分及び消却の結果、その他資本剰余金の残高が負の値になった場合に

は、会計期間末において、その他資本剰余金を零とし、当該負の値を利益準備金から

減額する。 

５ 連結貸借対照表の作成に当たっては、支配獲得日において、子会社の資産及び負債

のうち親会社の持分に相当する部分を支配獲得日の時価により評価する方法も認めら

れる。 

【第二問】 

１ 企業会計基準第 29号「収益認識に関する会計基準」（以下「収益認識基準」という。）

に関する以下の各問に答えなさい。 

   なお、本問においては、顧客との契約の対象となる「財又はサービス」を「資産」と

言い換えることとする。 

⑴ 「収益認識基準」から抜粋した次表の文章の空欄（アからエ）に該当する語句を、

答案用紙に記入しなさい。 

 

 

 

 

 

 

17. 前項の基本となる原則に従って収益を認識するために、次の⑴から⑸のステップを 

適用する。 

  ⑴ 顧客との（  ア  ）を識別する。 

  ⑵ （ア）における（  イ  ）を識別する。 

  ⑶ ⒜（  ウ  ）を算定する。 

  ⑷ （ア）における（イ）に（ウ）を配分する。 

  ⑸ ⒝（イ）を（  エ  ）した時に又は（エ）するにつれて収益を認識する。 
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⑵ 下線部⒜のステップにおいて影響を考慮する事項のうち、現金以外の対価及び顧

客に支払われる対価の他に考慮する事項を二つ述べなさい。 

⑶ 下線部⒝のステップにおいて、「資産が移転するのは、顧客が当該資産に対する支

配を獲得した時又は獲得するにつれてである」と規定されているが、「資産に対する

支配」について述べなさい。  

⑷ 次表の文章は、一時点で（エ）される（イ）について収益を認識する場合、資産に

対する支配を顧客に移転した時点を決定するにあたり考慮する指標を収益認識基準

から抜粋したものである。空欄（オからケ）に該当する語句を、答案用紙に記入し

なさい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑸ Ａ株式会社（年１回決算、決算日３月 31 日）は、X7年４月に次の〔資料〕のとお

りビル建設工事の契約を締結した。この工事について、工事の進捗度を合理的に見

積もることができるため、次の一連の取引について、原価比例法により算定した工

事進捗度に基づき収益を認識する場合の仕訳を示しなさい。 

なお、工事損失の発生が見込まれる期には「工事損失引当金」勘定を仕訳に示す

こと。 

〔資料〕 

                                                              （単位：千円） 

契約金額 
工事原価総額 

（当初見積額）

実際発生工事原価 契約時 

手付金 

引 渡 

予定日 X8 年３月期 X9 年３月期 X10 年３月期 

919,400 689,550 301,720 568,600 75,680 180,000 X9.５.31 

※ 実際発生工事原価は発生時に未成工事支出金で、契約時手付金は契約負債で処理済み。 

イ X8 年３月 31 日、決算日を迎えた。原材料費の高騰により、見積工事原価総額は

794,000 千円に修正されている（契約金額に変更はない。）。 

ロ X9 年３月 31 日、決算日を迎えた。見積工事原価総額は 946,000 千円に再修正

されている（契約金額に変更はない。）。 

ハ X9 年５月 31 日に工事が完成し、引渡しを終えて契約金額の残額が当座預金に

入金された。 

 

 

40. （省略）また、支配の移転を検討する際には、例えば、次の⑴から⑸の指標を考慮 

する。 

  ⑴ 企業が顧客に提供した資産に関する対価を収受する現在の権利を有していること 

  ⑵ 顧客が資産に対する（  オ  ）を有していること 

  ⑶ 企業が資産の（  カ  ）を移転したこと 

  ⑷ 顧客が資産の所有に伴う（  キ  ）を負い、（  ク  ）を享受している 

こと 

  ⑸ 顧客が資産を（  ケ  ）したこと 
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２ 次の先生と生徒の会話について、以下の問に答えなさい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 空欄（ア）に当てはまる語句を答案用紙に記入しなさい。 

⑵ 空欄（イからオ）に当てはまる文章を答案用紙に記入しなさい。 

３ 企業会計基準第 18号「資産除去債務に関する会計基準」（以下「資産除去債務基準」

という。）に関する以下の各問に答えなさい。 

⑴ 資産除去債務を負債として計上する理由と、その条件について述べなさい。 

⑵ 資産除去費用の資産計上に際し、資産除去債務基準では「資産除去債務を負債と

して計上した時に、当該負債の計上額と同額を、関連する有形固定資産の帳簿価額

（先生） 今日は、資産の評価について学習していきましょう。 

資産の評価については、企業活動上関係する購買市場と売却市場、市場

価格の過去、現在、将来の時点における価格との組合せによって、４つの

評価基準に位置付けられると考えられています。 

位置付けの具体例としては、取得原価、正味売却価額、将来キャッシュ・

フローの割引現在価値ともう一つは何か分かりますか？ 

（生徒） はい。（ ア ）です。 

（先生） 資産の評価基準に取得原価を採用した場合、どのような問題があるか説

明できますか？ 

（生徒） はい。（ イ ）の二つがあります。 

（先生） 現行の会計基準では、資産を事業用資産と金融資産に分類した場合、事

業用資産は原則として取得原価で評価し、金融資産は時価評価を基本とし

ています。 

     基本的に金融資産を時価評価するのは、金融資産の特徴に起因すると言

われていますが、金融資産の特徴について説明できますか？ 

（生徒） はい。（ ウ ）です。 

（先生） そうですね。しかし、金融資産は必ず時価評価するわけではなく、属性

や保有目的に応じて処理すると規定されています。理由を説明できます

か？ 

（生徒） はい。（ エ ）です。 

（先生） そのとおりです。 

（生徒） 先ほど、事業用資産は原則として取得原価で評価するとありましたが、

事業用資産のうち通常の販売目的で保有する棚卸資産は、収益性が低下し

た場合、簿価切り下げを正味売却価額に基づき行うと規定されていると思

います。 

正味売却価額に基づく根拠は何ですか？ 

（先生） いい質問ですね。正味売却価額に基づく根拠は（ オ ）です。 

（生徒） 分かりました。ありがとうございました。 
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に加える。」と規定されているが、資産除去債務に関連する有形固定資産とは区別し

て把握し、別の資産として計上する処理方法も考えられる。この処理方法を資産除

去債務基準が採用しなかった理由を述べなさい。 

⑶ 資産除去債務の会計処理には資産除去債務基準に規定された処理のほか、引当金

として処理する考え方がある。この引当金処理の問題点を述べなさい。 

⑷ 資産除去債務の見積りの変更から生じる調整を、会計上どのように処理するかに

ついては、三つの方法が考えられる。これら三つの方法のうち、資産除去債務基準

が採用しているプロスペクティブ・アプローチの内容を述べなさい。 

【第三問】 

以下の各問に答えなさい。 

なお、問題文に決済手段が明示されていない場合、決済は「現金預金」勘定を使用す

ること。資料以外の事項については考慮する必要はなく、税効果会計は適用しない。 

１ Ａ株式会社（以下「借手」という。年１回決算、決算日３月 31 日）は、〔資料Ⅰ〕の

自社所有の機械装置を、〔資料Ⅱ〕の条件によりＢ株式会社（以下「貸手」という。）に

売却し、その機械装置についてリース契約を締結した。当該機械装置に関して、借手

における以下の⑴から⑹までの一連の取引について仕訳を示しなさい。 

なお、減価償却の仕訳は間接法で行う。日数の計算は、便宜上、全て月割計算によ

り行う。 

〔資料Ⅰ〕 売却物件（機械装置）に関する事項 

① 取得（使用開始）年月日：X3 年４月１日 

② 取 得 原 価：36,750 千円 

③ 減 価 償 却 方 法：定額法 

④ 残 存 価 額：０円 

⑤ 取得時の経済的耐用年数：７年 

  〔資料Ⅱ〕 セール・アンド・リースバック取引に関する事項 

① 契 約 日：期首（X4年４月１日） 

② 売 却 価 額：33,000 千円 

③ 解約不能のリース期間：５年 

④ 年 間 リ ー ス 料：7,144 千円 

⑤ リースバック以降の経済的耐用年数：６年 

⑥ 貸 手 の 計 算 利 子 率：2.7％（借手はこれを知り得る。） 

⑦ リ ー ス 取 引 の 分 類：所有権移転ファイナンス・リース取引 

⑴ X3 年４月１日、機械装置を購入し、購入代金を手形で支払った。 

⑵ X4 年３月 31 日、決算日につき必要な決算整理を行った。 

⑶ 期首（X4 年４月１日）、当該機械装置について、リース契約を締結することを前提

に売却し、売却代金を受領した。 
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⑷ 期首（X4 年４月１日）、当該機械装置についてリース契約を締結し、リース物件を

リース資産及びリース債務として計上した。 

⑸ X5 年３月 31 日、第１回目のリース料を支払った。 

⑹ X5 年３月 31 日、決算日につき必要な決算整理を行った。 

２ Ｐ株式会社（以下「Ｐ社」という。）は、X4年３月 31日にＳ株式会社（以下「Ｓ社」

という。）の発行済議決権付株式総数の 60％を 274,500 千円で取得したことにより、

Ｓ社に対する支配を獲得し、さらに X5 年３月 31日に発行済議決権付株式総数の 20％

を 91,900 千円で追加取得した。 

X4 年３月 31 日現在のＳ社の財政状態と、X5年３月 31 日現在（当期末）のＰ社及び

Ｓ社の貸借対照表は〔資料〕のとおりである。 

当期（自 X4 年４月１日至 X5 年３月 31日）の連結決算における連結修正仕訳（⑴の

れんの償却、⑵当期純利益の振替、⑶追加投資額と追加取得持分の相殺消去）を示し

なさい。 

なお、のれんについては、発生年度の翌年度から 10 年で均等償却を行う。 

解答に当たっては、Ｓ社の株式は「Ｓ社株式」の科目を使用すること。 

〔資料〕 

X4 年３月 31 日現在のＳ社の財政状態             （単位：千円） 

諸 資 産  諸 負 債  資 本 金  資本剰余金  利益剰余金 

963,000    557,000    300,000      5,000        101,000 

（注）諸資産の時価は 980,000 千円、諸負債の時価は 560,000 千円である。 

（注）Ｓ社の諸資産の時価は 1,031,000 千円、諸負債の時価は 589,000 千円である。 

また、Ｓ社の当期純利益は 29,000 千円であり、剰余金の処分及び配当は行わ

れていない。 

３ Ｃ株式会社（年１回決算、決算日３月 31 日）は、売買目的で所有している株式 

1,400 株（簿価１株当たり 56 千円、時価１株当たり 57 千円）をＤ株式会社の土地（簿

価 81,000 千円、時価 79,800 千円）と交換した。当該取引の仕訳を示しなさい。 

  

 

貸 借 対 照 表 

X5 年３月 31 日現在 (単位:千円) 

資   産 Ｐ社 Ｓ社 負債・純資産 Ｐ社 Ｓ社 

諸 資 産 2,586,600 1,016,000 諸 負 債 1,868,700 581,000 

Ｓ 社 株 式 366,400 － 資 本 金 750,000 300,000 

   資本剰余金 14,000 5,000 

   利益剰余金 320,300 130,000 

合   計 2,953,000 1,016,000 合   計 2,953,000 1,016,000 
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４ Ｅ株式会社（年１回決算、決算日３月 31日）の次の一連の取引について仕訳を示し

なさい。 

   なお、オプション取引に関しては、「オプション資産」及び「オプション差損益」勘

定を使用すること。 

  ⑴ X5 年９月１日 

    国債先物のコール・オプション（権利行使価格が 100 円につき 97 円で国債先物額

面 300,000 千円（3,000 千口）を購入できる権利）を、2,800 千円で購入した。 

権利行使期限は X6 年３月 31 日である。   

⑵ X6 年１月 22 日 

同日の国債先物の時価が 100 円当たり 98 円、コール・オプションの価値（時価）

が 3,700 千円であったため、上記⑴のコール・オプションの全てについて、権利行

使を行わずにオプション自体を転売して決済を行った。 

５ Ｆ株式会社（年１回決算、決算日３月 31 日）は、資産グループ甲（甲部品製造部門）

及び資産グループ乙（乙部品製造部門）を用いて共用資産である建物内で事業を行い、

製造部門ごとに独立したキャッシュ・フローを生み出している。 

これらの資産グループについて減損の兆候が見られたため、当期末（X4 年３月 

31日）、減価償却費計上後に減損損失を認識するかどうかの判定等を行うこととした。 

なお、共用資産である建物についても減損の兆候が見られるため、共用資産を含む

より大きな単位で減損会計を適用する。 

次の〔資料〕に基づき、減損損失を認識するかどうかについての判定を行い、減

損損失を認識すると判定した場合は、減損損失の仕訳を示し、減損損失を認識し

ないと判定した場合は、借方科目欄に「仕訳不要」と記載しなさい。 

資産グループ内における減損損失の金額は、各資産の帳簿価額に基づいて配分し、 

仕訳については、減損処理前の取得原価から減損損失を直接控除し、控除後の金額を

その後の取得原価とする形式（直接控除形式）で行うものとする。 

〔資料〕 （単位：千円） 

区  分 
資産グループ甲 資産グループ乙 共用資産 

※ 機械装置 備 品 機械装置 備 品 

減価償却費計上後の帳簿価額 246,620 77,880 166,740 31,760 255,000 

割引前将来キャッシュ・フロー 281,500 173,400 － 

正 味 売 却 価 額 254,750 162,800 － 

使 用 価 値 267,850 158,200 － 

※ 共用資産を含む、より大きな単位での割引前将来キャッシュ・フローは

688,900 千円、回収可能価額は 656,650 千円である。 

【第四問】 

１ 「外貨建取引等会計処理基準」（以下「外貨建基準」という。）に関する以下の各問に

答えなさい。 
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⑴ 外貨建取引の会計処理の方法については一取引基準と二取引基準があるが、外貨

建基準では二取引基準を採用している。二取引基準の会計処理方法及び為替相場の

変動の認識における特徴について述べなさい。 

⑵ 在外支店の財務諸表の換算基準においては、ある方法の考え方が採用されている。

この方法の名称及びこの方法の考え方が採用されている理由を述べなさい。 

⑶  在外子会社等の財務諸表項目の換算基準に決算日レート法の考え方が採用されて

いる理由を二つ述べなさい。 

２ 〔資料Ⅰ〕及び〔資料Ⅱ〕に基づいて、答案用紙に示したＡ株式会社ボストン支店

（年１回決算、決算日３月 31 日）の換算後の貸借対照表及び損益計算書を完成させな

さい。 

〔資料Ⅰ〕 

決算整理後残高試算表 

X6 年３月 31 日     （単位：千ドル） 

現 金 預 金  1,820 買 掛 金  4,030 

売 掛 金  4,760 長 期 借 入 金  5,000 

繰 越 商 品  2,400 機械装置減価償却累計額  1,560 

機 械 装 置  6,240 本 店  2,900 

仕 入  23,130 売 上  28,910 

減 価 償 却 費  780     

そ の 他 の 費 用  3,270    

  42,400    42,400 

 

〔資料Ⅱ〕 

① ボストン支店は、X4 年４月１日に設置された。 

② 当期の売上原価は、期首商品棚卸高 2,730 千ドル（前期の期中平均為替相場に

より換算）、当期商品仕入高 22,800 千ドル、期末商品棚卸高 2,400 千ドルにより

計算されている。 

③ 機械装置は、支店設置時に購入したものであり、耐用年数８年、残存価額０円、

定額法で減価償却を行っている。 

④ 長期借入金は、前期末に借り入れたものである。 

⑤ 本店勘定は全て支店設置時に本店からの送金によって生じたものである。 

⑥ 換算に必要な１ドル当たりの為替相場は次のとおりである。 

前期末為替相場 126 円  当期末為替相場 130 円 

期中平均為替相場（前期） 124 円  期中平均為替相場（当期） 128 円 

支店設置時為替相場 113 円    

⑦ 計上時の為替相場が不明な損益項目及び期末商品については、期中平均為替相

場（当期）によること。 
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 ３ 〔資料Ⅰ〕及び〔資料Ⅱ〕に基づいて、答案用紙に示したＢ株式会社の米国100％子会

社Ｃ Inc.（年１回決算、決算日３月 31日）の換算後の貸借対照表及び損益計算書を完

成させなさい。 

〔資料Ⅰ〕米国子会社の貸借対照表及び損益計算書 

Ｃ Inc. 貸 借 対 照 表  

 X6 年３月 31 日現在 （単位：千ドル） 

諸 資 産 21,300 諸 負 債 14,700 

   資 本 金 4,000 

  利 益 剰 余 金 2,600 

 21,300  21,300 

 

Ｃ Inc. 損 益 計 算 書  

自 X5 年４月１日 至 X6 年３月 31日    (単位：千ドル） 

諸 費 用 33,000 諸 収 益 35,600 

当 期 純 利 益 2,600    

 35,600  35,600 

 

〔資料Ⅱ〕 

① 資本金の増減はなく、期中の剰余金の配当もない。 

② 株主資本等変動計算書の「当期変動額」は当期純利益だけである。 

③ 諸収益及び諸費用については、期中平均為替相場で換算する。 

④ 換算に必要な１ドル当たりの為替相場は次のとおりである。 

前期末為替相場 126 円  当期末為替相場 131 円 

期中平均為替相場（前期） 124 円  期中平均為替相場（当期） 132 円 

子会社株式取得時為替相場 112 円    
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【第五問】 

１ 企業会計基準第 21号「企業結合に関する会計基準」（以下「企業結合基準」という。）

に関する以下の各問に答えなさい。 

⑴ 企業結合基準では、若干の例外を除き、企業結合は取得となり、この場合の会計

処理はパーチェス法により行う旨規定されているが、①パーチェス法を適用すべき

理由を持分の継続・非継続の観点を踏まえて述べなさい。 
また、②若干の例外とされるケースについて二つ挙げなさい。 

⑵ 企業結合基準では、のれんは資産に計上し、20 年以内のその効果の及ぶ期間にわ

たって、定額法その他の合理的な方法により規則的に償却する旨規定されているが、

のれんを規則的に償却する主な理由を三つ述べなさい。 

⑶ 企業結合基準における負ののれんの会計処理について述べなさい。 

⑷ Ａ株式会社（以下「Ａ社」という。）は、Ｂ株式会社（以下「Ｂ社」という。）を、

X6 年４月１日を合併期日（企業結合日）として吸収合併した。 

次の〔資料〕に基づき、この吸収合併によりＡ社が行うべき仕訳を示しなさい。 

なお、仕訳に当たって、この吸収合併でＡ社がＢ社から受け入れる資産及び引き

受ける負債には、「諸資産」勘定及び「諸負債」勘定を使用すること。 

〔資料〕 

① この吸収合併における取得企業はＡ社となる。 

② Ａ社は合併の対価としてＡ社株式 1,800 株をＢ社株主に交付するが、このうち

400 株はＡ社保有の自己株式（１株当たりの帳簿価額 420 千円）を処分し、残りは

新株を発行する。 

③ 合併期日（企業結合日）におけるＡ社株式の時価は１株当たり 450 千円である。 

④ Ｂ社の合併期日（企業結合日）前日の貸借対照表は次のとおりである。 

貸 借 対 照 表 

 X6 年３月 31 日現在 （単位:千円） 

資    産 金 額 負債・純資産 金 額 

諸  資  産 5,159,000 諸  負  債 4,034,000 

  資  本  金 800,000 

  繰越利益剰余金 325,000 

合    計 5,159,000 合    計 5,159,000 

⑤ 合併期日（企業結合日）においてＡ社がＢ社から引き継ぐ識別可能な資産及び

負債の時価は、それぞれ 5,230,000 千円及び 4,530,000 千円と評価されている。 

⑥ Ａ社は、吸収合併契約の定めに従い、増加すべき払込資本のうち70％を資本金、

20％を資本準備金、残額をその他資本剰余金とする。 
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２ 企業会計基準第 16号「持分法に関する会計基準」（以下「持分法基準」という。）に

関する以下の各問に答えなさい。 

⑴ 関連会社の判定基準については、二つの考え方があるが、①持分法基準において

採用している判定基準の名称を答案用紙に記入し、②その基準を採用している理由

を述べなさい。 

⑵ Ｐ株式会社（以下「Ｐ社」という。）は、X3年３月 31日にＣ株式会社（以下「Ｃ

社」という。）の発行済議決権付株式総数の 25％を 80,000 千円で一括取得し、連結

決算上、Ｃ社を持分法の適用会社とした。 

次の〔資料Ⅰ〕及び〔資料Ⅱ〕に基づき、Ｐ社の持分法２年度（自 X4 年４月１日

至 X5 年３月 31日）の決算に必要な会計処理のうち、開始仕訳を示しなさい。 

なお、税効果会計は適用しない。また、Ｃ社の株式は「Ｃ社株式」の科目を使用す

ること。 

〔資料Ⅰ〕 

Ｃ社貸借対照表  

X3 年３月 31日現在     （単位：千円）  

諸 資 産 798,000 諸 負 債 508,000  

 
 

 資 本 金 180,000  

  利益剰余金 110,000  

  798,000  798,000  

（注）諸資産、諸負債の時価は帳簿価額と一致している。 

〔資料Ⅱ〕 

① 投資差額がのれんに該当する場合は、発生年度の翌年度から 10 年で均等償却す

る。 

② Ｃ社は、持分法１年度（自X3年４月１日至X4年３月31日）において40,000千円

の剰余金の配当を行っている。 

 

 

 

 

 

 

   

Ｃ社貸借対照表  Ｃ社損益計算書 

X4 年３月 31 日現在      （単位：千円） 自 X3 年４月１日 至 X4 年３月 31 日   （単位：千円）

諸 資 産 864,000 諸 負 債 534,000  売上原価 656,000 売 上 高 980,000 

 
 

 資 本 金 180,000  その他の費用 244,000  
 

 

  利益剰余金 150,000  当期純利益 80,000   

  864,000  864,000   980,000  980,000 



  

 
11 

【第六問】 

〔資料Ⅰ〕及び〔資料Ⅱ〕に基づき、答案用紙に示した甲株式会社の第 53 期（自 X23

年４月１日至 X24 年３月 31 日）における貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計

算書を完成させなさい。 

 

解答上の留意事項 

１ 会社法及び会社計算規則に準拠すること。 

２ 企業会計基準第 29号「収益認識に関する会計基準」は適用しない。 

３ 消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式で処理

されているものとし、特に指示のない限り消費税等について考慮する必要はない。 

４ 税効果会計については、適用する旨の記載がある項目についてのみ適用し、記載の

ない項目については考慮する必要はない。繰延税金資産の回収可能性に問題はないも

のとし、適用に当たっての実効税率は前期、当期ともに 30％とする。 

５ 会計処理及び表示方法については、特に指示のない限り原則的方法によるものとし、

金額の重要性は考慮しない。 

６ 為替相場に関するデータは次のとおりである。 

X24 年３月 31 日の直物為替相場１ドル＝133 円 

X24 年３月期（第 53 期）の期中平均為替相場１ドル＝135 円 

７ 日数の計算は、便宜上、全て月割計算で行う。 

８ 計算の過程で千円未満の端数が生じた場合には、解答の金額を算出する最終金額を

四捨五入すること。 

９ 解答の金額がマイナスとなる場合には、金額の前に「△」を付すこと。 

10 資料以外の事項については考慮する必要はない。 
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〔資料Ⅰ〕 

決 算 整 理 前 残 高 試 算 表 

X24 年３月 31 日         (単位：千円) 

勘 定 科 目 金 額 勘 定 科 目 金 額 

現 金 預 金 146,806 支 払 手 形 110,441 

受 取 手 形 152,130 買 掛 金 194,370 

売 掛 金 256,820 借 入 金 115,000 

有 価 証 券 （各自推定） 預 り 金 13,260 

繰 越 商 品 143,140 未 払 配 当 金 26,200 

仮 払 消 費 税 等 300,900 仮 受 金 78,835 

仮 払 金 52,565 仮 受 消 費 税 等 347,050 

自 己 株 式 58,200 貸 倒 引 当 金 4,937 

建 物 480,000 建物減価償却累計額 （各自推定） 

機 械 装 置 93,940 機械装置減価償却累計額 10,800 

土 地 560,200 社 債 （各自推定） 

ソ フ ト ウ ェ ア （各自推定） 退 職 給 付 引 当 金 （各自推定） 

繰 延 税 金 資 産 （各自推定） 資 本 金 500,000 

仕 入 2,676,820 資 本 準 備 金 80,000 

給 料 手 当 372,420 そ の 他 資 本 剰 余 金 40,400 

広 告 宣 伝 費 36,310 利 益 準 備 金 42,100 

旅 費 交 通 費 10,282 別 途 積 立 金 23,400 

租 税 公 課 21,010 繰 越 利 益 剰 余 金 87,650 

支 払 家 賃 19,600 新 株 予 約 権 （各自推定） 

そ の 他 販 売 管 理 費 218,550 売 上 3,511,335 

支 払 利 息 2,140 受 取 利 息 1,857 

社 債 利 息 2,200 受 取 配 当 金 1,140 

為 替 差 損 益 560 雑 益 30,380 

  仕 入 値 引 1,392 

  仕 入 割 引 1,496 

合 計 （各自推定） 合 計 （各自推定） 
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〔資料Ⅱ〕決算整理事項等 

１ 現金預金に関する事項 

決算整理前残高試算表の現金預金の内訳は次のとおりである。 

種 類 帳簿残高 備 考 

現  金 1,521 千円 ⑴参照 

普通預金 43,526 千円  

当座預金 41,559 千円 ⑵参照 

定期預金 60,200 千円 ⑶参照 

⑴ 現金に関する事項 

イ 金庫の中を実地調査したところ、次のものが保管されていた。 

① 国内紙幣及び硬貨：824 千円 

② ドル紙幣        ：４千ドル（当期中に１ドル 130 円で取得） 

③ 支払期日到来済みの社債利札（未処理）：（各自推定）千円 

（「４ 有価証券に関する事項」を参照） 

④ 他人振出の当座小切手：170 千円（現金として入金処理済み） 

（振出日 X24 年４月７日） 

ロ 上記以外で、現金出納帳の帳簿残高と現金実際有高との間で生じた差異につい

ては、原因不明のため、雑益又は雑損として処理する。 

⑵ 当座預金に関する事項 

当座預金出納帳の残高と、銀行から入手した決算日現在の当座預金残高証明書の

金額（37,159 千円）を照合した結果、次の不一致原因が判明した。 

イ 通信費（その他販売管理費勘定で処理している。）支払のために振り出した小切

手 210 千円が決算日現在まだ当社にあった。 

ロ 社会保険料 4,810 千円が当座預金口座から引き落とされていたが、未記帳で 

あった。 

なお、当該社会保険料の従業員負担分 2,405 千円は預り金勘定に計上されてお

り、会社負担分は給料手当として処理する。 

   ハ 広告宣伝費 1,710 千円を支払っていたが、1,910 千円と記帳していた。 

⑶ 定期預金の内訳は次のとおりである。 

 預入日 満期日 帳簿残高 備考 

イ X22 年３月９日 X25 年３月９日 20,000 千円  

ロ X24 年２月 10 日 X27 年２月 10 日 40,200 千円 （注） 

合      計 60,200 千円  

（注）ドル建の定期預金 300 千ドルであり、預け入れ時の直物為替相場で処理し

ている。 
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２ 売上債権に関する事項 

⑴ X24 年３月 12 日に、受取手形 2,300 千円（当期の売上に関するもの）を買掛金支

払のために裏書譲渡したが、未処理である。 

なお、保証債務の時価を手形額面金額の２％と見積もり、「保証債務費用」勘定で処

理する。 

⑵ X23 年 11 月１日に商品を 300 千ドル（１ドル＝136 円）で輸出し、売掛金を計上

した。その後、為替相場の変動によるリスクを回避するため、X24 年２月８日に為替

予約を締結した。 

なお、為替予約の処理は未処理であり、決済期日は X24 年６月 30 日である。 

また、X24 年２月８日における直物為替相場は１ドル＝134 円、先物為替相場は、

１ドル＝132 円であり、会計処理は振当処理で行う。 

⑶ 取引先であるＡ社は債務超過の状態に陥り経営が破綻したため、X24 年１月 12 日

に再生手続開始の申立てを行った。 

当社は、Ａ社に対し売掛金 15,620 千円を有しているが、この債権を破産更生債権

等として取り扱うこととした（この債権が決算日後１年以内に回収される見込みは

ない。）。 

なお、この債権には親会社による債務保証が付されており、債権額から債務保証

による回収見込額 6,000 千円を控除した残額を貸倒引当金として設定し、貸倒引当

金繰入額を特別損失の区分に表示する。 

⑷ ⑶以外の売上債権（受取手形、売掛金）の期末残高に対し、貸倒実績率に基づき

1.5％の貸倒引当金を設定する。 

なお、決算整理前残高試算表の貸倒引当金は、売上債権（全て一般債権に該当）

に関するものである。 

 

３ 商品に関する事項 

商品の期末残高は、次のとおりである。 

帳簿棚卸高 2,930 個  取得原価 （単価）52 千円 

実地棚卸高 2,870 個  売価 （単価）55 千円 

商品１個当たりの見積販売直接経費は５千円であり、棚卸減耗損及び商品評価損に

ついては、売上原価の内訳科目とする。 

なお、 決算整理前残高試算表の繰越商品の残高は、前期末残高である。 
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４ 有価証券に関する事項 

有価証券の内訳は、次のとおりである。 

銘  柄 保有目的 取得価額 前期末時価 当期末時価 備 考 

Ｗ社株式 売  買 
19,925 千円 

（148 千ドル） 
－ 162 千ドル （注１） 

Ⅹ社株式 
売  買 

（売却済み） 
27,645 千円 28,745 千円 － （注２） 

Ｙ社社債 
取引上の 

友好関係保持 
32,000 千円 － 33,500 千円 （注３） 

Ｚ社株式 支  配 29,500 千円 － － （注４） 

（注１） 全て当期中に取得している（評価差額の会計処理は切放法を採用）。 

（注２） 全て前期中に取得している（評価差額の会計処理は切放法を採用）。 

当期中に全て一括して売却しており、売却時の会計処理は、売却代金

31,000 千円から支払手数料 620 千円を差し引いた 30,380 千円を雑益勘定

に計上したのみである。 

なお、支払手数料は売却損益に含めない。 

（注３）  X23年10月１日に発行と同時に取得したもので、額面金額は35,000千円、

償還日は X28 年９月 30 日である。クーポン利子率は年 1.8％で利払日は 

３月末及び９月末である。 

取得価額と額面金額との差額は、金利の調整と認められるので、償却原

価法（定額法）を適用する。 

評価差額については、全部純資産直入法により処理し、税効果会計を適 

用する。 

なお、当期におけるクーポン利息（「１ 現金預金に関する事項」の金庫

保管分の利札）については未処理である。 

（注４） Ｚ社の発行済議決権付株式総数の 75％を保有しているが、当期の同社の

財務状態が悪化したため、次のＺ社貸借対照表を基に帳簿価額を実質価額

まで引き下げる。 

なお、Ｚ社株式の市場価格はない。 

Ｚ社        貸 借 対 照 表 

 X24 年３月 31 日現在   （単位：千円） 

諸 資 産  421,900 諸 負 債  408,500 

  資 本 金  50,000 

繰越利益剰余金  △36,600 

  421,900   421,900 
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５ 固定資産に関する事項 

当期の減価償却は、次の方法に基づき処理する。 

なお、前期までの減価償却費は、全て適正に処理されている。 

 取得原価 償却方法 耐用年数 残存価額 備考 

建 物 480,000 千円 定額法  25 年 ０円 （注１） 

機 械 装 置 α 43,200 千円 定額法 （８年） ０円 （注２） 

機 械 装 置 β 50,740 千円 定額法 ６年 ０円 （注３） 

ソフトウェア 37,500 千円 － － － （注４） 

（注１） X12 年６月１日に取得し、同日から使用を開始している。 

（注２） X21 年４月 14 日に取得し、同日から使用を開始している。 

前期までは耐用年数８年の定額法により減価償却してきたが、機能的に

著しく減価したため、合理的な見積りに基づいて当期首から耐用年数を 

６年に変更することとした。 

なお、前期までの耐用年数は、取得時の合理的な見積りに基づいたもの

である。 

（注３） X23 年８月１日に取得し、同日から使用を開始している。 

なお、当該機械装置は使用後に除去すべき法的義務がある（「６ 資産除

去債務に関する事項」を参照のこと。）が、取得原価に除去費用は含まれて

いない。 

（注４） X22 年４月１日に市場販売目的のソフトウェアを完成させ、販売を開始し

た。 

        無形固定資産として計上したソフトウェアの制作費は 37,500 千円であ

り、次の〔資料〕により償却を行う。 

〔資料〕 

        ① 見込有効期間は３年間であり、償却は見込販売数量に基づく。 

② 販売開始時における総見込販売数量は 4,000 個であり、各期の見込

販売数量の内訳は X23 年３月期 1,080 個、X24 年３月期 1,971 個、 

X25 年３月期 949 個であった。 

③ X23 年３月期末において、X24 年３月期及び X25 年３月期の見込販売

数量に変更はなかった。 

④ X23 年３月期及び X24 年３月期の実績販売数量は、各期の見込販売 

数量と同じである。 

 

６ 資産除去債務に関する事項 

「５ 有形固定資産に関する事項」の機械装置βは、使用後に除去すべき法的義務

があり、除去に要する支出額を 5,200 千円と見積もっている。資産除去債務は取得時

にのみ発生するものとし、割引率は年 1.7％とする。 

なお、資産除去債務に対応する除去費用は、減価償却費として各期に費用配分する。

時の経過による資産除去債務の調整額は「利息費用」勘定で処理する。 
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７ 借入金に関する事項 

借入金のうち 70,000 千円は、Ｂ銀行から X23 年４月１日に、返済期日（X28 年３月 

31 日）一括返済で変動金利により借り入れたものであり、この借入れの金利変動リス

クを回避するため、同日にＣ銀行と次の〔条件〕の変動金利を受け取り、固定金利を

支払う金利スワップ契約を締結している。当該金利スワップ契約及び当該借入金は、

金利スワップの特例計算の要件を満たしており、会計処理は特例処理（利息に加減）

を行う。 

なお、この借入金に対する支払利息は後払で毎年９月30日と３月31日に支払われ、

当期の支払利息の処理は適正に行われている。 

また、金利スワップ契約の利息は純額で受払いしており、その金額を仮払金勘定及

び仮受金勘定に計上している。 

上記以外の借入金は全て短期借入金であり、支払利息の処理は適正に行われている。 

〔条件〕 

① 契約締結日：X23 年４月１日 

② 契 約 期 間：５年 

③ 想 定 元 本：70,000 千円 

④ 利 払 日：毎年９月 30 日及び３月 31日 

⑤ 固 定 金 利：年２％ 

⑥ 変 動 金 利：X23 年９月 30 日適用分 年 2.1％ 

X24 年３月 31 日適用分 年 1.7％ 

８ 退職給付引当金に関する事項 

当社は、退職一時金制度及び企業年金制度を採用している。退職給付引当金に関す

る事項は、次のとおりであるが、退職給付費用の計上は未処理である。 

なお、前期末までの処理は適正に行われており、期首において、未認識数理計算上

の差異及び未認識過去勤務費用はない。 

⑴ 期首の退職給付債務は 580,000 千円、年金資産の時価は 368,000 千円である。 

⑵ 当期の勤務費用は 15,000 千円、割引率は年 1.5％、長期期待運用収益率は年 1.1％

である。 

⑶ 期中において、当社から退職一時金 7,100 千円を支給し、企業年金基金に

6,600 千円を拠出しているが、支払額については仮払金として処理している。 

なお、期中に企業年金基金から退職者に対して 8,100 千円支給されている。 

⑷ 期末における実績値に基づく退職給付債務は 589,900 千円、年金資産の時価は

369,948 千円である。 

なお、差異は数理計算上のものであり、当期から平均残存勤務期間である 20 年間

にわたり定額法で処理する。 

９ 社債に関する事項 

決算整理前残高試算表の社債については、次の〔条件〕により新株予約権付社債（転

換社債型新株予約権付社債以外の新株予約権付社債）を発行したものである。 

なお、X24 年３月 31 日に新株予約権のうち 60％（300 個）が権利行使され、金銭に

よる払込みを受けて新株を交付し、払込金は仮受金勘定で処理している。 
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また、社債のクーポン利息は適正に処理されており、社債発行差額は償却原価法（定

額法）により処理する。 

〔条件〕 

① 額面金額：100,000 千円 

② 発行価額：額面 100 円につき 100 円 

（社債の対価は 97 円、新株予約権の対価は３円） 

③ 発行日：X21 年４月１日 

④ 新株予約権：１個につき６千円（500 個発行） 

⑤ クーポン利子率：年 2.2％（利払日：９月末、３月末） 

⑥ 償還期限：X26 年３月 31 日 

⑦ 付与割合：新株予約権１個につき２株 

⑧ 権利行使価額：新株予約権の権利行使に際して出資をすべき金額は、１株につ

き 100 千円である。 

⑨ 資本金組入額：会社法規定の最低限度額 

 

10 自己株式に関する事項 

決算整理前残高試算表の自己株式は、前期以前に取得した自己株式 600 株である。

当社は、自己株式の帳簿価額の算定に当たって、移動平均法を採用している。 

⑴ X23 年４月 10 日に自己株式 120 株の取得対価 12,360 千円とその取得に要した支

払手数料 200 千円を仮払金勘定で処理している。 

⑵ X23 年５月 25 日に自己株式のうち 150 株を１株当たり 101 千円で処分し、処分対

価を仮受金勘定で処理している。 

⑶ X23 年７月１日の取締役会の決議により、上記の自己株式のうち、70 株を消却し

ている。 

なお、自己株式の消却に関する会計処理は未処理である。 

 

11 ストック・オプションに関する事項 

X23 年６月 25 日に開催された株主総会で、自社の従業員 60 名にストック・オプショ

ンを付与することを決議し、X23 年７月１日に付与したが、会計処理は未処理である。 

〔ストック・オプションの内容〕 

① ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン の 数：従業員１名当たり５個（合計 300 個） 

② ストック・オプションの権利行使により与えられる株式数：１個につき５株 

③ ストック・オプションの権利行使時の払込金額：１株につき 90 千円 

④ ストック・オプションの権利確定日：X25 年６月 30 日 

⑤ ストック・オプションの権利行使期間：X25 年７月１日から X27 年６月 30 日 

⑥ 付与されたストック・オプションは、他者に譲渡できない。 

⑦ 付与日におけるストック・オプションの公正な評価単価：１個当たり 48 千円 

⑧ 資 本 金 組 入 額：会社法規定の最低限度額 

なお、X23 年７月１日の付与時点で、X25 年６月 30 日までに４名の退職による失効

を見込んでおり、X24 年３月 31 日（決算日）において修正はない。 
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12 剰余金の処分に関する事項 

X23 年６月 25 日に開催された株主総会において、次の事項が決議されその効力が生

じた。 

⑴ 剰余金の配当     26,200 千円 

当該配当の原資は繰越利益剰余金 26,200 千円であり、配当金の支払については仮

払金勘定で処理されている。 

なお、当該配当に伴う準備金の計上が未処理である。 

⑵ 別途積立金の積立て  2,600 千円 

繰越利益剰余金 2,600 千円を別途積立金に振り替えることとしたが、未処理であ

る。 

 

13 諸税金に関する事項 

⑴ 各税目とも前期末未払計上額と納付額とに過不足はなかった。 

⑵ 当期の確定税額（中間納付額控除前）は、法人税及び住民税が 25,130 千円、事業

税が 4,970 千円である。 

決算整理前残高試算表において、法人税及び住民税の中間納付額 12,200 千円及び

事業税の中間納付額 2,460 千円は租税公課勘定に、消費税等の中間納付額

22,500 千円はその他販売管理費勘定に計上されている。 

⑶ 消費税等の期末振替処理は未済である。 

⑷ 税務上、事業税の未払分は損金として認められないため、税効果会計を適用する。 

 

14 税効果会計に関する事項 

⑴ 決算整理前残高試算表の繰延税金資産は前期末残高である。 

⑵ 前期末及び当期末の一時差異及び永久差異は、次のとおりである。 

ただし、当期末の将来減算一時差異には、上記「４ 有価証券に関する事項」の

Ｙ社社債の評価差額及び「13 諸税金に関する事項」の事業税の未払分に係る一時

差異は含まれていない。 

 

 

 

 

 

15 その他の事項 

⑴ 前期以前において回収不能となり貸倒処理をした売掛金 3,650 千円を当期に回収

し、仮受金として処理している。 

⑵ 支払家賃については、毎年６月１日に向こう１年分を支払っており、当該金額は

前期及び当期とも同額である。 

なお、期首の振替処理は適正に行われている。 

 前期末 当期末 

将来減算一時差異 11,600 千円 13,700 千円 

永久差異 － 3,140 千円 


